
行政コスト計算書とは、人的サービスや給付サービスなど、資産形成
につながらない当該年度の行政サービス提供のために、どのような活動
を行ったかを、コストという側面から把握するものです。 
 

 
※行政コストとは、普通会計決算額から資産形成や負債の減少につながる現金支出を
差し引き、減価償却額などの非現金支出を加えることで計算されます。 

 
平成２１年度普通会計の行政コスト計算書における「行政コスト」は、総額５，４４３億 

８千７百万円となっています。 

           （単位：百万円） 

 
平成２１年度 平成２０年度 増減額 

 行政コスト合計 ５４４，３８７  ５３９，２２８  ５，１５９

 人に係るコスト ２０５，５４８  ２１２，３９１ △６，８４３

 物に係るコスト １４４，００４  １３９，２２７ ４，７７７

 移転支出的なコスト １７６，１１２  １６８，６６０ ７，４５２
 

 その他のコスト １８，７２３  １８，９５０ △２２７

収 入 合 計 １６，６６８  ２１，２８９  △４，６２１

 
〔行政コスト〕 
 
１．人に係るコスト 

教員、警察官、一般行政職員などの人件費（ただし、退職手当支払額分を除く。）や
退職給与引当金繰入の「人に係るコスト」は、２，０５５億４千８百万円で、行政コス
ト全体の３７．８％に相当します。 
 
２．物に係るコスト 

２１年度末に存在する有形固定資産についての減価償却費、委託料や消耗品費等の物
件費、維持補修費などの「物に係るコスト」は、１，４４０億４百万円で、行政コスト
全体の２６．５％に相当します。 
 
３．移転支出的なコスト 

市町や各種団体等に対する補助金や負担金などの補助費等、生活保護費や児童手当な
どの扶助費及び国や市町などが行う公共施設の新設や改良などの投資的経費について
の補助金や負担金である普通建設事業費（他団体への補助金等）などの「移転支出的な
コスト」は、１，７６１億１千２百万円で、行政コスト全体の３２．４％に相当します。 
 
４．その他のコスト 

地方債や一時借入金の利息などの公債費（利子分）などの「その他のコスト」は、 
１８７億２千３百万円で、行政コスト全体の３．４％に相当します。 

 
 

平 成 ２ １ 年 度 

行政コスト計算書 



〔収入〕 
 行政サービスを受けるために受益者が直接負担する「使用料・手数料」は、１１４

億３千４百万円、建設事業に係る分担金・負担金などといった「分担金・負担金・寄付
金」が５２億３千４百万円となっています。 
 
○ 行政コストを教育、福祉、環境衛生、産業振興といった行政目的別に区分すると、 
 
 教育が１，５７２億８千１百万円で全体の２８．９％を占めます。その大半は教員にお
ける人件費や退職給与引当金繰入といった「人に係るコスト」１，３１０億９千４百万円
で教育費全体の８３．４％となっています。 
 
 次に産業振興が９２８億１千８百万円で全体の１７．１％です。その中では「物に係る
コスト」に区分される減価償却費が４４８億７千７百万円で産業振興全体の４８．３％を
占めています。 
 
 生活インフラ・国土保全は８４１億８千２百万円で全体の１５．５％であり、主なもの
は減価償却費６０６億６千３百万円（７２．１％）や、他団体への公共資産整備補助金等
１０１億４千２百万円（１２．０％）です。 
 
 福祉は８００億６千６百万円で全体の１４．７％であり、市町等に対する老人医療給付
費負担金や介護給付費負担金といった補助費等６３９億７千７百万円や生活保護費や児
童扶養手当などの社会保障給付（扶助費）９９億７千３百万円が全体の９２．４％を占め
ています。 
 
 以下、警 察   ４０９億７千５百万円（７．５％） 
        総 務      ２８６億  ７百万円（５．３％） 
        環境衛生   ２４９億６千４百万円（４．６％） などの順になっています。 
 
 

○行政コスト計算書の作成の前提 
 ①対象会計範囲  普通会計（一般会計＋長崎魚市場特別会計、港湾施設整備特別会計 

及び流域下水道特別会計の３特別会計以外の特別会計で企業会計は 
除く） 

 ②作成基準日  平成２２年３月３１日 
 ③基 礎 数 値  昭和４４年度から平成２１年度までの決算統計（地方財政状況調査） 
         データを用いて作成。 
          発生主義の観点から、減価償却費、不納欠損額、退職給与引当金 

繰入等といった現金支出を伴わないものもコストとして加えている。 
 ④行政コストの  総務省から示された統一基準に従い、行政コストを次の区分に分類 
  区 分   するとともに、教育、福祉といった行政目的別にも区分している。 
 ○人に係るコスト ⇒人件費、退職給与引当金繰入等、賞与引当繰入等 
 ○物に係るコスト ⇒物件費、維持補修費、減価償却費 
 ○移転支出的コスト⇒扶助費、補助費等、繰出金、 

普通建設事業費（他団体への補助金等） 
 ○その他のコスト  ⇒公債費（利子分のみ）、不納欠損額等 



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 警　察 総　務 議会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 177,099,316 32.5% 5,902,525 112,950,216 3,448,368 3,875,026 11,504,747 29,247,428 9,324,347 846,659

（２）退職手当引当金繰入等 17,019,879 3.1% 567,254 10,854,919 331,401 372,404 1,105,648 2,810,783 896,103 81,367

（３）賞与引当金繰入額 11,428,721 2.1% 380,907 7,288,998 222,533 250,066 742,434 1,887,419 601,727 54,637

小　　計 205,547,916 37.8% 6,850,686 131,094,133 4,002,302 4,497,496 13,352,829 33,945,630 10,822,177 982,663 0

（１）物件費 17,518,219 3.2% 690,836 3,518,163 775,407 1,564,889 4,561,329 3,700,196 2,469,149 173,969 64,281

（２）維持補修費 6,070,518 1.1% 4,225,862 517,689 4,600 58,553 253,192 297,145 711,701 1,776

（３）減価償却費 120,415,062 22.1% 60,662,868 6,700,774 571,646 650,640 44,877,081 2,802,344 4,149,709 0

小　　計 144,003,799 26.5% 65,579,566 10,736,626 1,351,653 2,274,082 49,691,602 6,799,685 7,330,559 175,745 0 64,281

（１）社会保障給付 23,057,688 4.2% 227,641 9,973,286 12,855,301 1,460

（２）補助金等 118,556,557 21.8% 893,114 12,857,370 63,976,885 4,626,972 10,772,132 229,295 9,652,567 163,900 15,384,322

（３）他会計等への支出額 1,007,463 0.2% 717,116 0 0 0 290,347 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

33,490,679 6.2% 10,141,516 2,365,667 761,381 710,070 18,709,892 0 802,153 0 0

小　　計 176,112,387 32.4% 11,751,746 15,450,678 74,711,552 18,192,343 29,773,831 229,295 10,454,720 163,900 15,384,322

（１）支払利息 18,330,383 3.4% 18,330,383

（２）回収不能見込計上額 392,174 0.1% 392,174

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 18,722,557 3.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 18,330,383 392,174 0

544,386,659 84,181,998 157,281,437 80,065,507 24,963,921 92,818,262 40,974,610 28,607,456 1,322,308 18,330,383 392,174 15,448,603

（　構　成　比　率　） 15.5% 28.9% 14.7% 4.6% 17.1% 7.5% 5.3% 0.2% 3.4% 0.1% 2.8%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 11,433,870 1,528,116 3,280,132 496,701 379,218 357,505 1,565,187 43,115 0 0 0 3,783,896

２ 分担金 ・負担金・寄附金 ｃ 5,234,205 2,578,795 1,964 2,595 0 1,318,220 0 0 0 0 0 1,332,631

16,668,075 4,106,911 3,282,096 499,296 379,218 1,675,725 1,565,187 43,115 0 0 0 5,116,527

ｄ／ａ 3.1% 4.9% 2.1% 0.6% 1.5% 1.8% 3.8% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%

527,718,584 80,075,087 153,999,341 79,566,211 24,584,703 91,142,537 39,409,423 28,564,341 1,322,308 18,330,383 392,174 15,448,603 △ 5,116,527

４

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

２

経 常 行 政 コ ス ト ａ

１

３



 
 純資産変動計算書は、一会計期間においてバランスシートの純資

産の部に計上されている各項目がどのように変動したかを表す財

務書類です。 

 

行政コスト計算書の経常収益から経常行政コストを差し引いた純経常行政コストが、 

△５，２７７億１千８百万円、債務負担行為等に基づく支出予定額として、１９５億３千９ 

百万円となる一方、地方税１，１７５億１千９百万円や地方交付税２，１２３億１百万円、

補助金等１，７３７億９千５百万円の収入などにより、期末純資産残高は、２兆６，１９６

億２千３百万円となっています。 

 

（単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ １ 年 度

純資産変動計算書 

 平成21年度 平成20年度 増  減 増減率 

期首純資産残高 2,618,914 2,655,824 △36,910 △1.4 

純経常行政コスト 

一般財源 

  地方税 

  地方交付税 

  その他 

補助金等受入 

臨時損益 

資産評価替 

△ 527,718 

374,131 

117,519 

212,301 

44,311 

173,795 

△ 19,539 

40 

△ 517,939 

375,811 

129,713 

226,777 

19,321 

127,071 

△ 22,255 

402 

△9,779 

△1,680 

△12,194 

△14,476 

24,990 

46,724 

2,716 

△362 

△1.9 

△0.4 

△9.4 

△6.4 

129.3 

36.8 

12.2 

△90.0 

期末純資産残高 2,619,623 2,618,914 709 0.0 



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 2,618,914,352 1,341,417,205 1,718,344,447 △ 441,249,352 402,052

純経常行政コスト △ 527,718,584 △ 527,718,584

一般財源

地方税 117,518,571 117,518,571

地方交付税 212,300,988 212,300,988

その他行政コスト充当財源 44,311,558 44,311,558

補助金等受入 173,794,824 82,278,661 91,516,163

臨時損益 △ 19,538,575 △ 19,538,575

災害復旧事業費

国営土地改良負担計上額等

損失補償等引当金繰入等

科目振替

公共資産整備への財源投入 23,135,293 △ 23,135,293

公共資産処分による財源増

貸付金・出資金等への財源投入 70,308,247 △ 70,308,247

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 74,422,637 74,422,637

減価償却による財源増 △ 45,594,498 △ 74,820,564 120,415,062

地方債償還に伴う財源振替 73,079,876 △ 73,079,876

資産評価替えによる変動額 39,865 39,865

無償受贈資産受入

その他

期末純資産残高 2,619,622,999 1,378,101,368 1,735,624,662 △ 494,544,948 441,917

純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日



資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴

う現金などの資金の流れを表示した財務書類で、「経常的収支の部」「公

共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」に区分して、それぞれの

部における支出とその財源としての収入という対応関係で計上されます。 

 

 収支区分でみると、「公共資産整備収支の部」と「投資・財務的収支の部」で支出が収入を上回

っていますが、「経常的収支の部」では、収入が支出を上回っているため、当期収支は３２億６千

１百万円の黒字となっています。 

（単位：百万円） 

平成21年度 平成20年度 
区  分 

収入a 支出b 
収支 
a-b 

収入a’ 支出b’ 
収支 
a’-b’ 

収支 

増減 

経常的収支 525,121 392,003 133,118 493,923 384,135 109,788 23,330 

公共資産整備収支 109,908 156,975 △47,067 115,005 150,046 △35,041 △12,026 

投資・財務的収支 106,299 189,089 △82,790 91,919 164,410 △72,491 △10,299 

当期収支 741,328 738,067 3,261 700,847 698,591 2,256 1,005 

期首資金残高 

期末資金残高 

 17,452 

20,713 

 15,196 

17,452 

2,256 

3,261 

 

〔経常的収支の部〕 

 経常的収入は、地方税や地方交付税などからなっており、合計で５，２５１億２千１百万円と

なっています。 

 また、経常的支出は、人件費や補助金等などからなっており、合計で３，９２０億３百万円と

なっています。 

 その結果、経常的収支は１，３３１億１千８百万円の黒字となっています。 

 

〔公共資産整備収支の部〕 

 公共資産整備収入は、国からの補助金等や地方債などからなっており、合計で１，０９９億 

８百万円となっています。 

 また、公共資産整備支出は、道路や河川といった公共資産の整備支出や公共資産整備に対する

市町等への補助金等支出からなっており、合計で１，５６９億７千５百万円となっています。 

 その結果、公共資産等整備収支は、４７０億６千７百万円の収支不足が生じています。 

 

〔投資・財務的収支〕 

 投資・財務的収入は、貸付金の回収額や国からの補助金等などからなっており、合計で 

１，０６２億９千９百万円となっています。 

 また、投資・財務的支出は、地方債償還額や貸付金などからなっており、合計で、１，８９０

億８千９百万円となっています。 

 その結果、投資・財務的収支は、８２７億９千万円の不足となっています。 

 

平 成 ２ １ 年 度 

資金収支計算書 



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 47,067,396

48,888,669

1,834,110

7,194,866

109,908,270

123,307,240

177,747

156,975,666

51,990,625

33,490,679

12,242,499

525,121,066

133,118,362

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,338,941

9,589,066

64,882,531

16,147,138

117,252,115

212,300,988

83,106,450

8,261,338

18,330,383

937,277

6,953,088

392,002,704

206,649,492

17,518,219

23,057,688

118,556,557

資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部



投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成２１年度における一時借入金の借入限度額は120,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は70,058千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額

　繰越金 △

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

1,063,531

△ 17,376,694

758,780,599

17,451,793

113,809,018

6,952,810

738,067,537

99,060,334

38,697,749

63,130,723

178,200

37,818

0

20,713,062

1,171,611

3,083,369

106,299,470

△ 82,789,697

3,261,269

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

50,444

17,451,793

57,983,540

49,862,735

392,439

80,800,009

189,089,167

0



【参 考】 

 
●平成 21 年度長崎県全体のバランスシート・出資法人との連結バランスシート 
 

 長崎県では、普通会計で行っている事業の他にも交通事業など県民に密接した事業を行って

います。こうした事業については、普通会計の会計制度とは異なる制度により経理し、それぞ

れ別々に決算を行っていますが、県が行っているすべての活動について総合的に財政状況を把

握するための参考資料として、「長崎県全体のバランスシート」を作成しています。 

 また、いわゆる三公社（道路公社、土地開発公社、住宅供給公社）や長崎県公立大学法人、

一部事務組合、本県と連携協力して行政サービスを実施している団体（県の出資比率５０％以

上の出資法人）について、県の全会計に加え、これらを連結対象に含めた「出資法人との連結

バランスシート」を作成しています。 

 

〔作成方法〕 

 地方公営企業法の適用される会計（交通、港湾）については、既存のバランスシート等を活用

し、非適用の会計については、普通会計の作成方法に準じて作成しました。 

 さらに、三公社などの出資法人等については、それぞれの団体の会計基準に基づいて作成され

ている財務書類を用いて作成しました。 

また、連結において純計を算出するために、会計間の債権・債務及び投資・資本を相殺し、普

通会計における出納整理期間（平成２２年４月１日から５月３１日まで）の普通会計と各会計と

の間における現金の受払いについては、年度末に現金の受払いが終了したものとして調整してい

ます。 

 

 ※県の全ての会計＝普通会計＋公営企業会計 

  （公営企業会計：長崎魚市場特別会計、港湾施設整備特別会計、流域下水道特別会計 

          港湾整備事業会計、交通事業会計） 

※出資法人：県が５０％以上出資している法人（三公社、長崎県公立大学法人を除く） 

(財)長崎県産業振興財団、(財)ながさき地域政策研究所、(財)長崎県地域振興航空基金、 

(財)長崎県国際交流協会、(財)長崎ミュージアム振興財団、(財)長崎県食鳥肉衛生協会、 

(社福)長崎県障害者福祉事業団、(財)長崎県産炭地域振興財団、(株)長崎県漁業公社、 

(財)壱岐栽培漁業振興公社、(財) 五島栽培漁業振興公社、(財) 有明海水産振興基金、 

(財)長崎県農業振興公社、(財)諫早湾地域振興基金、 (社)対馬林業公社、 

(社)長崎県林業公社、(財)長崎県建設技術研究センター、 (財)長崎県育英会、 

(財)長崎県暴力追放運動推進センター、(株)長崎県営バス観光、（株）長崎県央バス 

                                    （２１団体） 

 

 

 

 

 
 



 平成21年度の「長崎県全体のバランスシート」及び「出資法人との連結バランスシート」 

 

          （単位：百万円） 

区  分 
普通会計 

Ａ  
県全体 

Ｂ  
Ｂ／Ａ 

連 結 
Ｃ  

Ｃ／Ａ 

 公 共 資 産 3,697,801 3,751,970 101.5 3,883,423 105.0 

資 投 資 等 261,277 259,864 99.5 219,362 84.0 

 流 動 資 産 45,452 69,887 153.8 88,306 194.3 

産 繰 延 勘 定 － － － － － 

 資 産 計 4,004,530 4,081,721 101.9 4,191,091 104.7 

固 定 負 債 1,231,604 1,249,667 101.5 1,309,866 106.4 

流 動 負 債 153,303 156,381 102.0 164.988 107.6 
負 

債 
負 債 計 1,384,907 1,406,048 101.5 1,474,854 106.5 

純 資 産 計 2,619,623 2,675,673 102.1 2,716,238 103.7 

負債・純資産計 4,004,530 4,081,721 101.9 4,191,092 104.7 

 

純 資 産 比 率 65.9 66.3 － 65.0 － 

  ※県全体及び連結は調整後の額 
 
 






